
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主 な 取 組 内 容 実施主体 2012 2013 2014

各計画書制度の運用 
① 事業活動・建築物・特定開発温暖化対策

計画書制度による温暖化対策の推進 
県 

環境教育などの推進 
② ＮＰＯなどと連携した環境教育・家庭に

おける温暖化対策の推進 
県 

ＥＶ導入への支援など ③ ＥＶの普及促進 
県、市町村

民間 

主 な 取 組 内 容 実施主体 2012 2013 2014

発生抑制などの推進 
① リサイクル認定製品の普及促進など、３Ｒ

（発生抑制・再使用・循環的利用）の推進
県、市町村

民間 

発生抑制を推進する取組みの支援 ② リサイクル制度の普及啓発などの推進
県、市町村

民間 

 

主 な 取 組 内 容 実施主体 2012 2013 2014

適正処理の推進 
① 廃棄物処理業者の指導、県立産業廃棄物

最終処分場の運営 
県、市町村

民間 

監視活動の実施など 
② 不法投棄の監視活動や普及啓発、不法投

棄された廃棄物の撤去 
県 

市町村 

かながわ環境ポスター・標語コンクール入賞作品

 誰もが環境に配慮して行動する社会の実現 

 地球温暖化対策の推進による温室効果ガスの削減 

 廃棄物の減少などによる環境負荷の低減と資源の消費抑制 

 地球温暖化防止に向けた県民意識の向上や省エネルギーの取組みなど

が進んでいますが、県内の二酸化炭素総排出量は2009年度に1990年

比で3.5％増えています。また、県内では一般・産業廃棄物とも排出量は

減少傾向にありますが、最終処分場の残余容量に限りがあり、さらなる

資源の循環的な利用が必要です。 

  そこで、温室効果ガスを削減する地球温暖化対策、資源循環や適正処

理などの取組みによって、持続可能な環境づくりを進め、誰もが環境に

配慮して行動する社会の実現を図ります。 

地球温暖化対策の推進により温室効果ガスの排出量を削減するため、「事業活動温暖化対策計画書制度」、

「建築物温暖化対策計画書制度」、「特定開発温暖化対策計画書制度」を通じて大規模事業者の排出

量の削減や建築物への新エネルギーの導入を図ります。

地球温暖化問題への理解を深める環境教育や、家庭における温暖化対策の推進に取り組みます。 

走行時に二酸化炭素を排出しない電気自動車（ＥＶ）の普及促進に取り組みます。

県民や事業者がもの・資源を大切にし、社会全体として最終的に不要となる廃棄物を限りなく少なく

する生活や産業活動が営まれる循環型社会づくりを進めるため、リサイクル認定製品の普及促進、リ

ユースショップ認証制度の創設や市町村のごみ処理広域化に向けた支援などに取り組みます。 
循環型社会づくりを推進する県民や事業者を支援するため、各種リサイクル制度の普及啓発などに取

り組みます。

廃棄物の適正処理を推進するため、廃棄物処理業者の指導・育成や県立産業廃棄物最終処分場の運営

などに取り組みます。

不法投棄の未然防止対策を推進するため、県民や事業者、市町村、警察と連携・協力しながら、未然防

止に向けた監視活動や普及啓発などに取り組むとともに、不法投棄された廃棄物の撤去を行います。 




